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研究成果の概要：本科研の研究では人口減少下の農業と食料についての研究成果を行っている。

具体的には、「世界の WTO・FTA の潮流」と「農業の新たな構図」の展望、FTA 交渉から見

えてくる ASEAN との「東アジア経済統合」への道、人口減少を含む「人口変化が産業構造に

与える影響」、文明転換期にある「人口減少と食料や農業のあるべき姿」、「豪州の食料貿易政策」、

「中国農業の全要素生産性」等の計測、地域間の「収束性」の分析、「中国や台湾の人的資本と

その経済や社会への影響」、「飼料自給・糞尿循環利用・水田保全」に及ぼす影響、「食料消費の

理論的実証的研究」等を行っている。この 3 年間で、8 人の論文が 74 本、著書が 12 冊、学会

発表は 52 回にも至っている。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 
２００７年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 
２００８年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

年度  
  年度  

総 計 12,400,000 3,720,000 16,120,000 
 
研究分野：農学 

科研費の分科・細目：農業経済学 

キーワード：農業経済学、経済政策、国際貢献、国土保全、環境、WTO、FTA、人口減少 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）人口減少というと、楽観的人口論者の

松谷明彦や原田泰が農業経済学者間でも有名

であった。しかし、上述の様に、彼らの意見

はジャーナリスチックで、腰を落ち着けて計

量や実証を行ったものではなく、放言に近い

ものであった。また食料に関しては、個々の食

料需要関数の推定等は研究者により行われて

いた。しかし、これらの研究をより一層展開

し、「人口と食料や農業の両方」を含む「本



科学研究費での研究」のような計量的・理論

的分析を専門とする研究者を揃え、大がかり

な分析は皆無の状態であった。 

（２）外国広しといえど、歴史、理論、実証、

政策の四大領域を含む「自給率の体系だった

総合的な研究」は、全く見当たらないもので

あった。そこで、外国人の共同研究者として

は、農業や食料面では、世界の第１線で活躍

しているカナダでのケネディ(G. Kennedy)や

バリチェロ(R. Barichello)(共にブリティッシ

ュ・コロンビア大学の教授)等、カナダの農業

経済学者との共同研究を予定した。さらに、

日本と類似した食料自給率問題を持つ、台湾

や中国との共同研究を行うようにした。彼ら

には、日本での研究会等に出席してもらい、

報告やアドバイスをしてもらうように意図し

ていた。 

（３）一方、日本からは、アジア諸国、米国、

カナダではブリティッシュ・コロンビア大学

等を訪問し、研究会で発表を行い、米国やカ

ナダ等供給側からのアドバイスや意見を聞く

ことも重要であった。 
 
２．研究の目的 
（１）「人口と食料」はマルサス時代から重

要な問題であるが、現在の日本は、人口減少

が始まり、食料自給率は世界でも異常な低水

準となり、「人口と食料」が正しく大きな問

題となっている。しかし、人口減少下での日

本農業の将来の姿についての研究は十分で

はなく、特に計量的分析を含めた包括的な分

析はほとんどなされていない状態である。そ

れゆえ、多くの変数の、総合的な影響を含め

た、人口減少、農業と食料を含む体系だった

モデル分析を行う必要があった。 

（２）そこで、本研究では、①一般均衡的成

長会計分析、②世界や日本の産業分析、③同

時方程式モデル分析、④CGE モデル、⑤通

常の OLS モデル等を用いた分析を行うこと

により、人口減少や自給率低下の経済や社会

への影響を分析すること、また、逆に、経済

や社会の人口減少や自給率への影響をみる

ことを目的としていた。 

 
３．研究の方法 
（１）第1に、人口高齢化が進み、近年に、人

口減少が開始し、かつ食料輸入国である日本、

台湾と韓国、食料供給・輸出入国のタイ、イ

ンドネシア、フィリピン、マレーシア等のア

ジアや、一方では食料輸出国で、人口減退ま

でにはなっていない米国、カナダや豪州の、

歴史的背景、経済状況、経済政策や社会政策

を徹底的にサーベイし、問題点を具体化した。

（２）第2に、上記の国々の社会および経済に

関する統計資料を収集し、これらの国々の農

業生産、食料自給率状態と非農業生産の現状

や、歴史的背景等を把握し、問題点を捉える

ようにした。特に、食料自給力や輸出に関す

るサーベイと問題点を具体化した。第3に、上

記の国々に海外調査を行い、学者、政府機関

や現地での調査で資料収集を行い、農業生産

と食料生産の問題点を把握した[米国、カナダ

班(山口、鈴木、衣笠、ケネディ、バリチェロ)、
豪州班(山口、加賀爪)、フィリピン、タイ、イ

ンドネシア班(堀内、福井)、中国、台湾、韓国

班(山口、堀内、藤本、松田)等に分けて調査や

研究を行った]。 
（３）第4に、これらの調査結果の報告やモデ

ル分析の作成と計量的分析の為に国内研究会

を行った。第5に、海外共同研究者であるカナ

ダ等の研究者に来日してもらい、国際的研究

会も同時に開いた。第6に、これらの調査結果

の報告やモデル分析の作成と計量的分析の為

に、多くの研究会や学会発表を行った。第7
に、日本側研究者がそれぞれの国に赴き、学

者、政府機関や現地調査関連の人々と意見交

換を行い、適宜、追加調査を行った。最後に、

最終報告書を作成した。 
 
４．研究成果 
研究成果は１冊の報告書にまとめられてい

るが、それらも含めて研究成果をより詳細に

要約すると、次の様になる。 



（1）鈴木の計量的分析を含む総合的研究（報

告書の第１章等）によると、現行の WTO ル

ールは、輸出補助削減、市場アクセス改善、

外部効果を考慮しない狭義の効率性や、新規

加盟国への厳しい加盟条件提示がアンバラ

ンス等の問題を持ち、新大陸型の輸出指向農

業国に非常に有利なものとなっている。（2）

環境関連指標等も導入した計量的研究から、

過度の貿易自由化は、日本の窒素需給の更な

る悪化、農産物輸送に要するエネルギー量増

加、輸出国における水需給の逼迫等、環境状

態の著しい悪化をもたらし、国民への健康被

害のリスクを大幅に高めることが示された。

そこで、新大陸型輸出国に対する、まとまっ

た拮抗力のため、東アジア諸国との FTA を

推進していく必要性が認識された。また効率

性のみを追求する FTA では、貧困人口や所

得格差を拡大することも示された。 

（２）福井の計量的分析結果（第２章）は、

産業化の格差、利益集団の政治的活動、ガバ

ナンス格差による制度調整費用は、ＦＴＡ締

結の大きなボトルネックになっていること

を、示唆している。実際、各国とも自由化に

よる影響が深刻な分野は、自由化の対象から

除外して協定が締結される傾向にあり、厳密

な意味での FTA にはなっていないのが実情

である。この点は、今後、日本が、ASEAN

との包括的経済連携交渉の場において、

CLMV 諸国との協定をどうするかを考える

場合にも、中国や韓国との交渉を行う場合に

も留意しておかねばならないという。 

（３）堀内（第４章）は農家成長の理論と農

村発展の理論に基づいて日本の食料、農業、

農村のあるべき方向を提示すると共に、また、

人口減少下において、それを実現するために

必要な処方箋、具体的には社会教育の実践と

経済政策の変革（市場経済の規制）について

も提言している。 

（４）加賀爪の分析（第５章）によると、オ

ーストラリアは、現在でも人口は 2000 万人

程度であり、国内市場規模が小さいため、雇

用創出力の大きい製造業部門が育たない状

態である。2000 年のシドニー・オリンピッ

ク以後の一時的ブームが、北京オリンピック

に向けた中国からの資源輸入の急増により

現在まで持続しており、経済成長率、インフ

レ、失業率などの指標で見る限り、マクロ経

済は好転している。また、オーストラリアの

穀物需給の動向に関しては、気象条件が大き

く規定しているが、それ以外の要因もある。

つまり、オーストラリアは、次の３つの対策

に関して、国際的に大きく出遅れてきたと言

える。それは、(i) GM 作物の生産・表示制度

への対応、 (ii) バイオ燃料への取組み、

(iii)FTA への取組み、の 3 つである。この事

情は、オーストラリアの場合、伝統的に、連

邦政府と州政府の間が非協調的であり、さら

に各州間においても相互に非調和的であっ

たことが関係しているという。 

（５）藤本（第９章）は耕畜連携システム導

入の費用・便益分析を行っている。飼料用稲

を基軸とする耕畜連携システムを導入する

政策の便益は、ある条件が必要だが、費用を

上回る。すなわち，潜在的パレート改善が達

成され，この政策は実行に値するといってい

る。 

（６）松田は食糧消費モデルの理論的計量的

分析を行い、国際ジャーナルに多くの論文を

発表している。 

（７）山口と衣笠の研究（報告書の第３、６、

７、８章）は、日本、中国、台湾など国際的

研究を行っている。山口（第 6 章）は、R.J. 

Barro and X. Sala-i-Martin[1992]の内生的

経済成長論を用いて、地域間格差と地域間の

全要素生産性の収束性に関して検証を行っ

いる。まず、中国農業の全要素生産性には地



域間格差が存在すること。またパネルデータ

の収束検定量の有意水準が低いことより、収

束はいまだスピードが遅く、不安定であるこ

とを示している。それゆえ、各地域の自身の

技術を向上させる以外にも、技術の伝播を促

進することがきわめて重要であると述べて

いる。そこで、技術が遅れている地域にイン

フラ設備の一層の発展、国外投資の積極的導

入や教育のより大きな普及が重要であると

結論づけている。 

一方、山口・衣笠（第３章）は、人口変化

の産業構造への影響を世代重複モデルと一

般均衡的成長会計分析を用いて分析し、人口

減少は農業部門をより重要な産業と見なさ

ざるをえなくなるとの分析を行っている。ま

た、山口・衣笠（第 7 章）は中国における人

的資本と経済および社会の相互依存関係を、

特に家庭内での母親の人的資本の役割に焦

点を当て、計量的に分析を行っている。分析

結果より、中国における現在の大学卒業者の

全人口に占める割合は一人当たり所得に正

の影響を及ぼし、人材の育成は中国の経済発

展に正の影響を持つことが計測されている。

さらに、母親の人的資本の蓄積は現在の若い

世代の人的資本形成に重要な正の影響を及

ぼすことが示された。また、山口・衣笠（第

8 章）は、Kelley=Schmidt(1995)モデルに基

づき、台湾 21 県のパネル・データを用い、

人口諸変数の経済発展に対する効果の実証

分析を行った。その結果、台湾は中央山脈が

隔たるため東よりも西の方が進んでいるこ

と。それゆえ、国土の開発はきわめて不均衡

で、収束の概念が不成立になったのであった。

また、人口変数と 1 人当たり所得の交叉効果

を表す項を入れれば、一人当たり所得の上昇

につれ、国民の教育水準も次第に高まり人的

資本が蓄積される。また蓄積された人的資本

がさらに経済成長を促すということがわか

った。 

研究代表者の山口はこの報告書の要約以

外にも、スリランカの農産物輸入自由化や

SAP（Structural Adjustment progaram）に

関する国際ジャーナルでの 3本の発表を含む

23 本の論文がある。また、上記の要約した論

文の国以外の研究論文に関しても、堀内はタ

イとベトナム、加賀爪はアルゼンチン、福井

はインドネシア、鈴木は韓国、衣笠は米国に

関する論文があり、非常に国際的な研究であ

る。さらに、8 人全体では、3 年間に論文が

合計 74 本、学会発表が 52 本、図書が 12 本、

しかも一流の国際ジャーナルや図書出版、国

際学会での報告を行ったというきわめて精

力的、かつ世界的な研究成果となっている。 
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